
 

 
平成 20 年 5 月 16 日 

各 位 
株式会社 近畿大阪銀行 

 
 

「地域密着型金融推進計画」の進捗状況について 

 
 
 

りそなグループの近畿大阪銀行（社長 桔梗 芳人）は、平成 19 年 12 月に策定した「地域

密着型金融推進計画」に基づき、平成 19 年 10 月から平成 20 年 3 月までの進捗状況を、今般

とりまとめましたのでお知らせします。 

 

本計画は、平成 15 年度以降、当社が積極的に推進してまいりました地域密着型金融の取組

み（「リレーションシップバンキングの機能強化計画（平成 15～16 年度）」、「地域密着型金融

推進計画（平成 17～18 年度）」）を受け継ぎ、今後も恒久的に地域密着型金融の推進に取り組

むための方針や推進策等を定めたものです。 

 

なお、詳細については、別添資料をご覧ください。 

 

○ 「地域密着型金融推進計画」の進捗状況について 

（平成 19年 10 月～平成 20 年 3 月） 

○ 「情報リレーション白書」 

         ～19 年下期における情報リレーション活動の状況等～ 

 
以上 
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◆ 地域密着型金融とは、金融機関が地域の皆さまとの長期的な取引関係により得られた情報を活用し、質の高い

コミュニケーションを通じて、お客さまのニーズや経営状況等を的確に把握し、これにより金融機能を強化する

とともに、金融機関自身の収益向上を図ることを本質とするものです。
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1.当社における「地域密着型金融推進計画」とは1.当社における「地域密着型金融推進計画」とは

ⅠⅠ..全体的な進捗状況および評価全体的な進捗状況および評価

Ｐ1Ｐ1

◆　当社は「地域に根ざした存在感のある金融サービス業」、「独自の地域密着型運営を展開し、地域に存在感のある　　

　　　『都市型リテールバンク』」を標榜しており、「地域金融機関が地域の皆さまとの長期的な取引関係から得られた情報に

　　　基づき、質の高いコミュニケーションを通じてお客さまのニーズや経営状況等に的確に対応する金融サービス機能を　

　　　提供することにより、地域貢献を果たすとともに、金融機関自身の収益向上を図る」ことを本質とする地域密着型金融

　　　は、まさに当社のめざすべき銀行像（＝ビジネスモデル）と言うことができます。

◆　当社ではこれまで平成15年から2度にわたりアクションプログラムによる地域密着型金融推進に取り組んでまいりまし

　　　たが、昨年12月、これまでのアクションプログラムとは違い、当社のめざすべき銀行像に向けた恒久的な取組みとして

　　　「地域密着型推進計画」を策定・公表し、全社を挙げて取り組んでまいりました。

15～16年度

ﾘﾚｰｼｮﾝｼｯﾌﾟﾊﾞﾝｷﾝｸﾞの
機能強化計画

地域密着型金融推進
計画（前回）

地域密着型金融　　

推進計画（本計画）

新たなる取組みへ

アクションプログラムとしての取組み

自律的・恒久的な取組み

17～18年度 19年下期～20年度 21年度～



2.全体的な進捗状況およびそれに対する評価2.全体的な進捗状況およびそれに対する評価

ⅠⅠ..全体的な進捗状況および評価全体的な進捗状況および評価

Ｐ2Ｐ2

◆　本計画において当社は、当社のめざす銀行像の実現のため、以下の3点を主要計画項目に掲げて、具体的な　

　　取組みを積極的に実践しております。

1．ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化

2．地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献

3．事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底

◆　全体として計画に掲げた取組項目は、概ね計画通りに進捗しており、当社の地域密着型金融は着実に強化が　

　　図れているものと認識しております。

　　数値目標については、21年3月までの累計を目標としておりますが、目標達成に向けて順調に成果が上がって

　　きているものと認識しております。

　　特に「情報リレーション部」の設置と、それを中心とする情報リレーション活動は他の金融機関では類を見な

　　い当社の特徴的な地域密着型金融推進の形であり、この情報リレーション活動を中心として本計画は着実に履

　　行されております。

＊　情報リレーション活動とは・・・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

お客さまから発信される「ニーズ」をキーに、お客さま・営業店・本部・外部協力機関の『リレーション（連携）』を強化し、

「近畿大阪銀行と取引していて本当によかった」と喜んでいただける『情報集積・提案型営業』を情報リレーション活動と呼ん

でいます。昨年、情報リレーション部の設置を機に、７月より当社全店舗で展開しております。

＊情報リレーション活動の詳細については別冊「情報リレーション白書」に記載しておりますのでご覧ください。

(「情報リレーション白書」内の目標値は、本計画の目標値以上をめざす当社内の自主目標です。）



Ⅱ．大項目毎の進捗状況および評価Ⅱ．大項目毎の進捗状況および評価

1.ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化1.ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化

Ｐ3Ｐ3

今回の計画ではお取引先企業のそれぞれのライフサイクル（｢創業・新事業｣､｢経営相談・支援｣､｢事業再生｣､｢事業継承｣）

に応じた支援強化を図ることを1つの主要項目に掲げております。それぞれのライフサイクルに応じた支援強化の取組みは
以下の通り、着実な推進を図ることができました。

① 創業・新事業支援機能等の強化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　・創業時の資金需要に対し、信用保証協会と提携し、長期・無担保での資金調達（融資）を可能にした「新型長期無担保融資Ⅵ」の推進を図ると

　　ともに、国民生活金融公庫への取次ぎを行いました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　株式公開をめざすお客さまに対しては、長期的・安定的な資金調達手段（投資）として近畿大阪ベンチャー育成ファンドの活用を積極的に行い

　　ました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　・また、グループ内ベンチャーキャピタルのりそなキャピタル㈱に当社社員を派遣し、企業投資の目利きができる人材を育成しております。　　　　

　・さらに、独立開業をめざす方々を支援するリクルート社主催の「FC＆独立開業フェア」に当社ブースを出展する等の独立開業支援活動を行い

　　ました。

② 取引先企業に対する経営相談・支援機能強化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　・情報リレーション活動によりビジネスマッチング情報の収集と商談セッティングに注力いたしました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　・さらにグループ力を活用し、りそな総合研究所㈱のご紹介やりそな信託銀行との連携による企業年金へのアドバイス等高度なソリューションの

　　提供を行いました。

③ 事業再生に向けた積極的な取組み　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　・事業再生のアドバイスを行う人材の育成のため、部店長に対する集合研修を実施する等人材育成を行うとともに、経営改善支援取組先を選　

　　定し、経営改善計画策定のアドバイスを行っております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　・また、再生に伴う資金需要に対しては中小企業再生支援協議会・各種再生ファンドの活用等積極的な支援を行いました。

④ 事業承継対策ニーズへの継続的な取組み　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　・お客さまの事業承継対策を部店長のライフワークと位置付け、部店長向けの研修を開催するとともに、財務コンサルタントが継続的な訪問を　

　　重ね、自社株評価を通じた問題点の把握と解決に向けたご提案を行ってまいりました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　・さらに、当社のネットワーク力・グループ力を活かした遺言信託やM&Aを実施してまいりました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※数値目標の達成状況は5ページ、詳細は8～9ページをご覧ください



Ｐ4Ｐ4

2.事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底2.事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底

地域情報の集積と地域貢献は当社の情報リレーション活動そのものであり、以下の事項をはじめとする様々な取組みを推進

してまいりました。

① 公的な商談会への積極的なご案内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　・タイムリーな情報提供ができるよう、毎月情報リレーション部から営業店に対して公的機関のセミナー・商談会情報等を発信・周知しております。

② 大阪府と官民一体となった「金融新戦略」の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　・大阪府と連携した大阪府制度融資「ポートフォリオ型融資」を推進いたしました。

③ 後継者育成に資するサポートの実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　・後継者育成ニーズのあるお客さまに対しては、グループ力を活用し、りそな総合研究所㈱が主催する後継者育成を目的とした「りそなマネジメ
　　ントスクール」の活用を積極的にご案内いたしました。

④ 地域の利用者の満足度を重視した金融機関経営の確立　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　・お客さまの利便性の向上を推し進めるべく、CS向上のための専担部署「サービス改革部」を設置するとともに、社長を委員長とする「サービス　

　　品質管理委員会」を設置し、お客さまの声に対し経営トップ自らが対応する態勢を整備しています。　　　　　　　

中小企業に適した資金供給のために、個人保証・担保に頼らない商品開発と社員が企業の実力を的確に評価できる能力の向

上を主要事項として以下の取組を着実に履行いたしました。

① 個人保証・不動産担保に過度に依存しない融資の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　・信用保証協会との提携による「新型長期無担保融資Ⅰ、Ⅲ」や大阪府との提携による「ポートフォリオ融資」、財務制限条項付ローン「スクラ　　

　　ム」、近畿総合リース㈱との提携による「近畿大阪機械担保ローン」等の融資商品を揃え、推進を図りました。

② 企業の将来性・技術力を的確に評価できる人材の育成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　・(財)大阪産業振興機構やりそなキャピタル㈱への人材派遣を行うとともに、部店長から育成段階の社員まで階層別に企業の実力を見極める　

　　ための研修を開催し、企業の将来性や技術力を的確に評価できる人材育成を積極的に行いました。

3. 地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献3. 地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献

※数値目標の達成状況は6～7ページ、詳細は10～11ページをご覧ください

Ⅱ．大項目毎の進捗状況および評価Ⅱ．大項目毎の進捗状況および評価



Ⅲ．数値目標の達成状況Ⅲ．数値目標の達成状況

目 標目 標

進捗状況進捗状況

Ｐ5Ｐ5

平成19年度下期　 １０９件

　　進捗率　　　　２２％

　◇事業承継対策のご支援

　　事業承継対策のご提案　５００件

　　＊19年10月から21年3月までの事業承継対策の
　　　ご提案件数累計

　　　 19年度下期　 　20年度上期　 　20年度下期　

　　　　 実績　　　　　　　　　　 　

100 

200 

300

500
件

目
標
目
標

400

500

109

本計画期間

目標達成に向けた取組み目標達成に向けた取組み

◇自社株評価

自社株評価によりお客さまの潜在的な事業承継対策ニー
ズを把握し、問題解決に向けたご提案に努めておりま
す。

この結果、自社株評価の受付件数は大幅に増加してい
ます。

　　18年度下期　　　　19年度上期　　　　19年度下期　　

　 　　実績　　　　　 　 実績　　　　　　　実績 　　　　　　　　　　　　　

100 

200 

300

400
件

18

本計画期間

17

382

　STEP１：親密なコミュニケーション

　STEP２：自社株評価の受付・実施

　STEP３：事業承継に関する問題点の把握

　STEP４：事業承継対策のご提案

　事業承継対策のご提案累計（19年10月～）

自社株評価受付件数



Ⅲ．数値目標の達成状況Ⅲ．数値目標の達成状況

目 標目 標

進捗状況進捗状況

Ｐ6Ｐ6

平成19年度下期　 １，２７２件
　進捗率　　　　　６４％

◇経営支援・地域経済への貢献

　ビジネスマッチングセッティング　２，０００件

　　＊19年10月から21年3月までのビジネスマッチングニーズに
　　　基づく商談のセッティング件数累計

目標達成に向けた取組み目標達成に向けた取組み

◇情報・ニーズの収集・登録

お客さまのために有効なビジネスマッチング情報をご
提供するためには、良質かつ多様な情報を収集・登録
しておく必要があると考え、渉外活動等を通じたお客
さま情報の取得・登録に努めております。

この結果、情報登録件数は1万件を超え、今後は4万件
の情報登録に向け情報収集活動を行ってまいります。

　STEP１：親密なコミュニケーション

　STEP２：お客さまに関する情報の取得・登録

　STEP３：ビジネスニーズのマッチング

　STEP４：商談のセッティング
　ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞｾｯﾃｨﾝｸﾞ件数累計（19年10月～）

　　19年度下期　　　　20年度上期　　　　20年度下期　

　 　　実績　 　　　　　 　　　 　

500

1,000

1,500

2,000
件

目
標
目
標

2,000

1,272

本計画期間
１２，４１３　　

４，９８９　　

１３５　　

１９５　　

２０４　　

４５１　　

１，２５８　　

２，１５８　　

３，０２３　　

登録件数

　　　４０％　その他

　　　　２％　相続対策

　　　　２％　M&A対策
　　　　１％　税金対策

割合登録情報の種類

　　１００％　　　　　　合計

　　　　４％　事業承継対策

　　　１０％　不動産関連

　　　１７％　ビジネスマッチング

　　　２５％　融資関連

　お客さま情報・ニーズの登録状況（20年3月末）



Ⅲ．数値目標の達成状況Ⅲ．数値目標の達成状況

目 標目 標

進捗状況進捗状況

Ｐ7Ｐ7

平成19年度下期　２５％　

　進捗率　　　２５％

◇企業実力の的確な評価能力向上

　企業の将来性・技術力の的確な評価能力向上（目利
　き、再生支援等）のための研修開催と全融資・渉外
　担当者（支店長含む）の受講

　＊19年10月から21年3月までの間に対象者の研修受講率100%

目標達成に向けた取組み目標達成に向けた取組み

◇階層別研修の実施

法人・個人事業主に対する事業性貸出においては部店
長から育成段階の社員に至るまで経験や知識に差があ
るため、経験や役割に応じた研修を実施することによ
り、効率的かつ効果的に必要な知識・ノウハウを習得
することが可能となります。

当社では階層別に研修を開催し、目利きや再生支援等
企業価値の的確な評価能力向上に努めております。

この結果、19年度下期の研修受講者はのべ357名となっ
ております。

　評価能力向上研修受講率累計（19年10月～）

　　　19年度下期　　　20年度上期　　　　20年度下期　

　 　　実績　 　　　　　 　　　 　

25%

50%

75%

100%

目
標
目
標

100%

25%

本計画期間

86人信用格付（個人・法人）初級・中堅　20年3月
12人信用格付の理解CRT(*)　20年3月

財務バランスの見方

企業再生の実態把握

信用格付

財務バランスの見方

信用格付の注意点

財務バランスの見方

中小企業を見抜く目Ⅱ

中小企業を見抜く目Ⅰ

内容

CRT(*)
部店長

部店長

CRT(*)
初級

CRT(*)
中堅

中堅

対象

13人　20年2月

13人　20年1月
49人　20年1月
52人　20年2月

参加者開催月

357人　　合計（のべ人数）
　

46人　20年1月
15人　19年12月
36人　19年12月
35人　19年11月

　企業評価能力向上研修開催状況（19年下期）

(*)CRTとはcorporate relation teamの略で、法人担当の育成層を対象に融資スキル
　向上研修等法人担当としての基礎力強化とメンタルサポートを行っております。



1 .ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化1 .ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化

ⅣⅣ..具体的な取組みの進捗状況具体的な取組みの進捗状況

Ｐ8Ｐ8

計 画 進捗状況

計 画 進捗状況

※実績の数値は1９年10月～20年3月

① 創業・新事業支援機能等の強化

近畿大阪ベンチャー育成ファンドの積極的な活用

公的なベンチャー支援機関との連携強化

りそなキャピタル㈱との連携強化（人材の派遣含む）

民間の主催する独立開業フェア等への参加

創業予定者への融資商品面からの積極的な支援

　→ 新型長期無担保融資Ⅵ(平成18年12月から取扱)を創業予定者
を抱える各種業界団体(地元商店街、専門学校等)や創業支援
団体との提携ローンとして積極的に展開

① 創業・新事業支援機能等の強化
近畿大阪ベンチャー育成ファンドの積極的な活用

　・実績　7件　146百万円の投資（累計　28件　460百万円）

公的なﾍﾞﾝﾁｬｰ支援機関との連携強化として国民生活金融公
庫への取次ぎを実施

　・実績　4件　50百万円の取次ぎ

りそなキャピタル㈱との連携強化を目的として人材を派遣

19年11月、ﾘｸﾙｰﾄ主催のｱﾝﾄﾚ「FC＆独立開業ﾌェｱ」へ出展

新型長期無担保融資Ⅵの活用

　・実績　14件　143百万円の実行（累計269百万円）

　　

お取引先のニーズの高いビジネスマッチングと個別商談会へ
の積極的な取組み

　・ビジネスマッチング情報2,158件、商談セッティング1,272件（内
成約71件）

りそな総合研究所㈱等のグループ会社への紹介実績　537件

りそな信託銀行㈱との連携による企業年金へのアドバイス
（適格退職年金からのスムースな移行等）の強化

　・企業年金受託件数　5件

お取引先のニーズの高いビジネスマッチングと個別商談会へ
の積極的な取組み

りそな総合研究所㈱等コンサルタント会社との連携強化

りそな信託銀行㈱との連携による企業年金へのアドバイス
（適格退職年金からのスムースな移行等）の強化

　→ ポータル機能の提供に終始しない、営業協力コーディネーター
によるFace to Faceの人の手を介した商談セッティングと情報ト
レーダーの精緻なデータ（お取引先のニーズ）マッチングによる
商談セッティングの積極的な展開

② 取引先企業に対する経営相談・支援機能強化 ② 取引先企業に対する経営相談・支援機能強化



ⅣⅣ..具体的な取組みの進捗状況具体的な取組みの進捗状況

計 画 進捗状況

計 画 進捗状況

Ｐ9Ｐ9

　　③ 事業再生に向けた積極的な取組み

改善計画策定提案の実施等、お客さまとのリレーションを重視
した経営改善支援への取組み強化

情報機能を活用した営業支援への積極的取組み

事業再生をアドバイスできる人材の育成

EXITファイナンス等への取組み

中小企業再生支援協議会・各種再生ファンドの積極的な活用

　　
改善計画策定実績　8件

経営改善支援取組み先として185先を選定し、内19先の債務
者区分をランクアップ

情報機能を活用した営業支援への積極的取組み
・情報ニーズ登録件数実績　12,413件

部店長52名に対し事業再生に関する集合研修を実施

EXITファイナンスの案件発掘を目的に民事再生先および債権
譲渡先への訪問活動を実施

あおぞら再生ファンドの活用実績　14先　3,201百円

③ 事業再生に向けた積極的な取組み

④ 事業承継対策ニーズへの継続的な取組み

事業承継対策を部店長のライフワーク化

事業承継対策ニーズの高いお取引先さまへの財務コンサ
ルタントの継続的訪問提案活動の展開

遺言信託・遺産整理業務（信託代理業務）の積極的展開

事業規模に拠らない小口M&Aの積極的な取組み

　→ 後継者の育成も含めた事業そのものの承継につきお取引先さ
まと一緒に取組む

事業承継対策を部店長のライフワーク化として位置付け、その一
環として、「事業承継関連税制の改正等」にかかる研修を実施

事業承継対策ニーズ先への自社株評価の積極的な展開

事業承継・相続相談会を開催し遺言信託・遺産整理業務を受託

小口M&A（売上規模10億円程度までを対象）に特化した活動を展
開し、累計50先のＭ＆A売り情報を保有　

　・成約実績　2件

④ 事業承継対策ニーズへの継続的な取組み

※実績の数値は1９年10月～20年3月

・自社株評価受付実績　382件（内330件の評価を実施）

・成約実績　遺言信託10件　遺産整理業務1件

1 .ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化1 .ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化



計 画 進捗状況

計 画 進捗状況

ⅣⅣ..具体的な取組みの進捗状況具体的な取組みの進捗状況

Ｐ10Ｐ10

2 .事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底2 .事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底

① 個人保証・不動産担保に過度に依存しない融資の推進

信用保証協会提携保証により無担保保証枠を拡大した｢新型
長期無担保融資｣の推進

大阪府と提携したスコアリングモデル商品｢大阪府制度融資
『ポートフォリオ型融資』」の推進

財務制限条項付ローン(固定金利型・変動金利型)の推進

近畿大阪機械担保ローンの推進

① 個人保証・不動産担保に過度に依存しない融資の推進

信用保証協会提携保証により無担保保証枠を拡大した｢新型
長期無担保融資Ⅰ・Ⅲ｣の推進

大阪府と提携したスコアリングモデル商品｢大阪府制度融資
『ポートフォリオ型融資』」の推進

財務制限条項付ローン(固定金利型・変動金利型)の推進

近畿総合リース㈱と提携した保証付ビジネスローンである近
畿機械担保ローンを推進

② 企業の将来性・技術力を的確に評価できる人材の育成

大阪産業振興機構やりそなキャピタル㈱への派遣

企業の将来性・技術力の的確な評価能力向上（目利き、再生
支援等）のための研修開催と全融資・渉外担当者（支店長含む）
の受講

② 企業の将来性・技術力を的確に評価できる人材の育成

大阪産業振興機構へ1名、りそなキャピタル㈱へ1名を派遣

企業の将来性・技術力の的確な評価能力向上（目利き、再生
支援等）を目的に、階層別に財務分析や倒産事例等に関する
研修を実施

※実績の数値は1９年10月～20年3月

・実績　72件　1,155百円の実行

・実績　295件　20,992百円の実行

・研修開催実績　10回開催　208名が受講（延べ357名）

・実績　5件　65百円の実行

・実績　1,894件　39,720百円の実行



計 画 進捗状況

計 画 進捗状況

ⅣⅣ..具体的な取組みの進捗状況具体的な取組みの進捗状況

Ｐ11Ｐ11

3.地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済の貢献3.地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済の貢献

① 公的な商談会への積極的なご案内

地元大阪の経済の活性化に繋がる公的な商談会の開催情報
を積極的にご案内

② 大阪府と官民一体となった「金融新戦略」の実現

大阪府制度融資「ポートフォリオ型融資」、大阪府成長性評価
融資制度の利用強化

③ 後継者育成に資するサポートの実施

後継者育成向けセミナーや各種スクール関連情報を積極的に
ご案内

④ 地域の利用者の満足度を重視した金融機関経営の確立

お客さまの声を反映した利便性向上への取組みの強化

計 画

計 画

進捗状況

進捗状況

① 公的な商談会への積極的なご案内

② 大阪府と官民一体となった「金融新戦略」の実現

大阪府制度融資「ポートフォリオ型融資」を推進し、72件1,155
百万円を実行

③ 後継者育成に資するサポートの実施

④ 地域の利用者の満足度を重視した金融機関経営の確立

公的機関のセミナーやマッチング情報等を掲載した情報リレー
ション部便りを営業店に発信し、積極的なご案内を実施
・情報リレーション部便りの発信　7本（月１回）

後継者育成を目的としたりそなマネジメントスクールを積極的にご
案内し、20年4月より20社（20名）が受講(16年度から案内を開始し
累計84名が受講）

※実績の数値は1９年10月～20年3月

顧客保護や利便性の向上等サービス品質管理の強化を目的
にサービス品質管理委員会を設置
店頭に据え置いたアンケートや苦情のお申し出から改善事
項等を検討



ⅤⅤ..再チャレンジ支援に資する再チャレンジ支援に資する取組み取組み
((個人保証に過度に依存しない融資に向けた取組み個人保証に過度に依存しない融資に向けた取組み))

スコアリングモデルを活用した融資

17年度取扱実績 ： 件数 2,772件／金額 352億円

18年度取扱実績 ： 件数 2,065件／金額 250億円

　 19年度取扱実績　 ： 件数　1,062件／金額　　82億円

◇特徴的取組み事例

・18年度より大阪府の｢金融新戦略｣の一環である｢金融機関提携
ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ型融資｣に参画し、地域金融機関として推進しており
ます。

スコアリングモデルを活用した融資

17年度取扱実績 ： 件数 2,772件／金額 352億円

18年度取扱実績 ： 件数 2,065件／金額 250億円

　 19年度取扱実績　 ： 件数　1,062件／金額　　82億円

◇特徴的取組み事例

・18年度より大阪府の｢金融新戦略｣の一環である｢金融機関提携
ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ型融資｣に参画し、地域金融機関として推進しており
ます。

コベナンツを活用した融資

　 17年度実績　　　:    件数　179件／金額　173億円

　 18年度実績　　　:　　件数　736件／金額　619億円

　 19年度実績　　　:　　件数　729件／金額　527億円

　 19年度期末残高　:　　　　　　　　　　 　912億円

　 ◇特徴的取組み事例

　　　・平成17年より固定金利型商品、18年度より変動金利型商品を
　　　　導入しております。

　　　・財務制限条項を付与することで信用ﾘｽｸの軽減が図れること
　　　　から結果的に低金利での提供が可能となりました。

コベナンツを活用した融資

　 17年度実績　　　:    件数　179件／金額　173億円

　 18年度実績　　　:　　件数　736件／金額　619億円

　 19年度実績　　　:　　件数　729件／金額　527億円

　 19年度期末残高　:　　　　　　　　　　 　912億円

　 ◇特徴的取組み事例

　　　・平成17年より固定金利型商品、18年度より変動金利型商品を
　　　　導入しております。

　　　・財務制限条項を付与することで信用ﾘｽｸの軽減が図れること
　　　　から結果的に低金利での提供が可能となりました。

Ｐ12Ｐ12

動産・債権譲渡担保融資（ABLを含む）

　19年度取扱実績

　　売掛債権担保融資　　：　　件数　1件／金額　500百万円

　　機械担保ローン　　　：　　件数　5件／金額 　65百万円

◇特徴的取組み事例

・従来当社において取扱いがなかった動産・債権譲渡担保融資に
ついて、19年度は売掛債権担保融資の取扱いを行った他、近畿
総合リース㈱と提携した「近畿大阪機械担保ローン」の取扱い
を開始いたしました。

動産・債権譲渡担保融資（ABLを含む）

　19年度取扱実績

　　売掛債権担保融資　　：　　件数　1件／金額　500百万円

　　機械担保ローン　　　：　　件数　5件／金額 　65百万円

◇特徴的取組み事例

・従来当社において取扱いがなかった動産・債権譲渡担保融資に
ついて、19年度は売掛債権担保融資の取扱いを行った他、近畿
総合リース㈱と提携した「近畿大阪機械担保ローン」の取扱い
を開始いたしました。



ⅥⅥ..用語解説用語解説

Ｐ13Ｐ13

財務制限条項付ローン財務制限条項付ローン

EXITファイナンスEXITファイナンス
「出口金融」ともいい、一般的には、民事再生法や会社更生法の手続きに入った企業が、法的再生手続を早期に終結する目的で、
すべての債務を一括返済するために受ける融資のことです。

新型長期無担保融資新型長期無担保融資

遺言信託・遺産整理業務遺言信託・遺産整理業務
遺言信託とは、公正証書遺言の保管および相続開始後の遺言執行を信託銀行等が行うことで、遺産整理業務とは、相続人全員の委
任を受けた信託銀行等が相続人に代わって相続手続き行うことです。当社は信託代理業務として取扱いしています。

ランクアップランクアップ 自己査定における貸出先の債務者区分が、例えば「要注意先」→「正常先」のように上位区分に変更になることです。

スコアリングモデル商品スコアリングモデル商品
スコアリングモデル（財務情報を中心とする多数の顧客データに基づいて、統計的手法によって評点化を行い、信用力を判別する
仕組み）を審査に活用した融資商品のことです。

ポートフォリオ型融資ポートフォリオ型融資

ベンチャーキャピタルベンチャーキャピタル

自社株評価自社株評価

ビジネスマッチングビジネスマッチング

成長可能性のあるベンチャー企業（未上場企業）等に投資を行う企業やそのための資金そのもののことで、通常は株式の取得によ
り企業の資金需要に応じ、株式上場などによるキャピタルゲインによって利益を得ています。

取引相場のない株式の相続税法上の評価のことです。

企業の事業展開を支援するため、企業とビジネスパートナーの出会いの場を提供し、ビジネスパートナーとの事業連携を図ろうと
する活動のことです。

目利き目利き
経営者（企業）の資質、技術力、販売力等から見た企業の将来性等を的確に判断し、または事業再生等に関する専門能力を有する
ことです。

大手の企業再生に取組む産業再生機構やＲＣＣ(整理回収機構）に準ずる組織で、中小企業の再生に向けた各種相談や金融面での
調整などを行っております。中小企業再生支援協議会中小企業再生支援協議会

融資契約を締結する際に、一定の特約事項（財務制限条項）を付与することで通常より低い金利が適用される融資商品のことです。
特約条項に抵触した場合には、金利の引き上げ、返済方法の見直し、融資期間の短縮等条件の見直しを行うことになります。

信用保証協会と提携する提携保証商品。データーベース化した決算書・確定申告書を伝送することにより迅速な審査回答を可能に
しています。

大阪府と金融機関が提携するスコアリングモデルを活用した無担保・第三者保証人不要の制度融資商品のことです。 (平成20年3
月取扱終了)
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はじめにはじめにはじめにはじめに

○平成19年７月より情報リレーション（情報集積・提案型営業）活動を全店舗展開して９ヵ月
が経過したところですが、 この度、19年下期における情報リレーション活動の取組状況を
取りまとめ、『情報リレーション白書』として作成しました。

○情報リレーション活動は、地域密着型金融推進の恒久的な取組みを基本理念とする当社独自
の活動で、お取引先の事業の内容等について徹底的にお伺いし、お取引先の抱えておられる
課題やニーズに可能な限りお応えしていくことによって、『近畿大阪銀行は情報に強い銀行
だ』と評価いただき、お取引先にとっても当社にとっても『ＷＩＮ－ＷＩＮの関係』を構築
していこうとする活動です。

○平成20年3月末で、平成19年12月に公表しました地域密着型金融推進計画（推進期間：平
成19年10月～平成21年3月）の3分の１が経過しましたが、目標指標のうち、ビジネスマ
ッチングのセッティングについては1,272件と目標比63.6%の進捗、事業承継対策ニーズへ
の各種提案については109件と目標比21.8%の進捗となっています。

○20年上期においても、情報リレーション活動を通じて、お取引先に『近畿大阪銀行と取引し
ていてよかった』と喜んでいただけるよう、情報リレーション活動を積極的に展開してまい
ります。

情報リレーション部

１１１１



�H19.03 地域密着型金融推進計画の期間終了

�H19.06 情報リレーション部の設置

→ 恒久的な地域密着型金融を

基本理念にした体制の整備

�H19.07 全店舗展開

�H19.12 地域密着型金融推進計画の公表

推進型センターへの展開の拡大

情報情報情報情報リレーションリレーションリレーションリレーション活動活動活動活動のののの基本基本基本基本コンセプトコンセプトコンセプトコンセプト

収 集収 集収 集収 集
� 経営上のニーズから経営者の個人的ニーズまで
徹底的に収集

集 積集 積集 積集 積

� 営業店・エリア単位の集積

→ 全社単位の組織的集積へ（データ化）

＊情報リレーション部へ一元的に!!

提 案提 案提 案提 案

� 情報・ニーズのデイトレード

� 渉外担当者の知識・経験に依存した属人的で
バラつきのある提案
→ 情報リレーション部によるオーダーメイド
で継続性のある提案へ

� りそなグループや地元大阪に密着した公的機関
等との連携によりスピーディーな提案

情報情報情報情報リレーションリレーションリレーションリレーション活動活動活動活動のののの概要概要概要概要情報情報情報情報リレーションリレーションリレーションリレーション活動活動活動活動のののの概要概要概要概要

平成19年12月
公表の目標指標

【【【【事業承継対策支援事業承継対策支援事業承継対策支援事業承継対策支援】】】】
○○○○ 事業承継対策事業承継対策事業承継対策事業承継対策ニーズニーズニーズニーズへのへのへのへの各種提案各種提案各種提案各種提案 500500500500件件件件

【【【【事業承継対策支援事業承継対策支援事業承継対策支援事業承継対策支援】】】】
○○○○ 事業承継対策事業承継対策事業承継対策事業承継対策ニーズニーズニーズニーズへのへのへのへの各種提案各種提案各種提案各種提案 500500500500件件件件

【【【【経営支援経営支援経営支援経営支援・・・・地域経済地域経済地域経済地域経済へのへのへのへの貢献貢献貢献貢献】】】】
○○○○ ビジネスマッチングセッティングビジネスマッチングセッティングビジネスマッチングセッティングビジネスマッチングセッティング 2,0002,0002,0002,000件件件件

【【【【経営支援経営支援経営支援経営支援・・・・地域経済地域経済地域経済地域経済へのへのへのへの貢献貢献貢献貢献】】】】
○○○○ ビジネスマッチングセッティングビジネスマッチングセッティングビジネスマッチングセッティングビジネスマッチングセッティング 2,0002,0002,0002,000件件件件

【【【【企業企業企業企業のののの実力実力実力実力にににに対対対対するするするする的確的確的確的確なななな評価能力評価能力評価能力評価能力のののの向上向上向上向上】】】】
○○○○ 全融資全融資全融資全融資・・・・渉外担当者渉外担当者渉外担当者渉外担当者へのへのへのへの目利目利目利目利きききき････再生支援等再生支援等再生支援等再生支援等のののの研修実施研修実施研修実施研修実施

【【【【企業企業企業企業のののの実力実力実力実力にににに対対対対するするするする的確的確的確的確なななな評価能力評価能力評価能力評価能力のののの向上向上向上向上】】】】
○○○○ 全融資全融資全融資全融資・・・・渉外担当者渉外担当者渉外担当者渉外担当者へのへのへのへの目利目利目利目利きききき････再生支援等再生支援等再生支援等再生支援等のののの研修実施研修実施研修実施研修実施

当社当社当社当社におけるにおけるにおけるにおける地域密着型金融推進計画地域密着型金融推進計画地域密着型金融推進計画地域密着型金融推進計画 （Ｈ19.10～Ｈ21.3）当社当社当社当社におけるにおけるにおけるにおける地域密着型金融推進計画地域密着型金融推進計画地域密着型金融推進計画地域密着型金融推進計画 （Ｈ19.10～Ｈ21.3）

� 地域情報（企業のニーズ等）の徹底的な集積とビジネスマッチングへの
積極的な取組み

� 日常の事業活動に密接に関わるお取引先の課題（事業承継対策等）解消
に向けた積極的な取組み

� 各種取組みの前提となる目利き能力の向上

情報情報情報情報リレーションリレーションリレーションリレーション活動活動活動活動とととと地域密着型金融地域密着型金融地域密着型金融地域密着型金融情報情報情報情報リレーションリレーションリレーションリレーション活動活動活動活動とととと地域密着型金融地域密着型金融地域密着型金融地域密着型金融

地域金融機関地域金融機関地域金融機関地域金融機関にににに期待期待期待期待されるされるされるされる取組取組取組取組みとみとみとみと地域密着型金融推進計画地域密着型金融推進計画地域密着型金融推進計画地域密着型金融推進計画地域金融機関地域金融機関地域金融機関地域金融機関にににに期待期待期待期待されるされるされるされる取組取組取組取組みとみとみとみと地域密着型金融推進計画地域密着型金融推進計画地域密着型金融推進計画地域密着型金融推進計画

19年下期年下期年下期年下期：：：：1,272件件件件
（（（（進捗率進捗率進捗率進捗率63.6%））））

19年下期年下期年下期年下期：：：：0,109件件件件
（（（（進捗率進捗率進捗率進捗率21.8%））））

�以下の評価を獲得 信頼関係の再構築 存立・収益基盤の拡充

・・近畿大阪銀行に相談すれば何らかのリアクションがある近畿大阪銀行に相談すれば何らかのリアクションがある

・・近畿大阪銀行は情報に強い銀行だ近畿大阪銀行は情報に強い銀行だ

�課題解決策の提案 事業の発展に寄与 関西経済の発展へ貢献

�価格競争価格競争価格競争価格競争をををを乗乗乗乗りりりり越越越越えるえるえるえる競争力競争力競争力競争力
�定価販売定価販売定価販売定価販売でのでのでのでの脱価格脱価格脱価格脱価格ビジネスビジネスビジネスビジネス

�価格競争価格競争価格競争価格競争をををを乗乗乗乗りりりり越越越越えるえるえるえる競争力競争力競争力競争力
�定価販売定価販売定価販売定価販売でのでのでのでの脱価格脱価格脱価格脱価格ビジネスビジネスビジネスビジネス

� 一緒に考え汗を流す身近な
パートナー

� 一緒に考え汗を流す身近な
パートナー

� キャッシュフロー等の改善

� 派生成果の積み上げ

� キャッシュフロー等の改善

� 派生成果の積み上げ

可視的な付加価値

おおおお 取 引 先取 引 先取 引 先取 引 先

当 社当 社当 社当 社

非可視的な付加価値

2222

情報情報情報情報リレーションリレーションリレーションリレーション活動活動活動活動のののの目的目的目的目的情報情報情報情報リレーションリレーションリレーションリレーション活動活動活動活動のののの目的目的目的目的
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情報情報情報情報・・・・ニーズニーズニーズニーズのののの登録登録登録登録

○ 平成19年7月17日に情報リレーション活動を全店舗展開して
以来、平成20年３月末までに12,413件の情報・ニーズを登
録しています。20年上期には、営業現場の担い手１人あたり
１日１件の情報・ニーズを情報リレーション部へ送付する目
標を設定し、4万件の情報・ニーズの登録をめざしています。

○ 情報の感度を高めるために、シリーズ研修として、分野毎に
「情報・ニーズの探り方」に関する部店内研修を行っていま
す。20年上期には、事業承継、Ｍ＆Ａ、創業・新事業に関す
る研修を予定しています。

○ また、20年上期ではありますが、4月21日に地域金融機関を
中心に経営コンサルティングに従事されているコンサルタン
トを講師にお招きし、部店長や渉外役席を対象に｢地域密着型
金融推進の真髄と情報リレーション活動｣について講演いただ
きました。

19191919年下期年下期年下期年下期19191919年下期年下期年下期年下期 【実績】

� 情報・ニーズの登録 12,413件

※ Ｈ19.7.17～Ｈ20.3.31までの累計

※

総総総総 括括括括総総総総 括括括括

�登録されている情報・ニーズでは、融資に関する
情報が全体の約25％で最多、次いでビジネスマッ
チングに関するニーズが約17%、不動産に関連す
る情報は、漠然とした情報（一般情報）とある程
度ニーズが顕在化した情報（特殊情報）を合わせ
て1,258件（約10％）で第3位となっています

�ビジネスマッチングに関するニーズの内訳は、営
業協力（ＢtoＢ）に関するニーズが1,340件、グ
ループ機能等の紹介に関するニーズが818件とな
っています

情報・ニーズの種類別登録状況等情報・ニーズの種類別登録状況等

� 情報検索ツールの導入とデータ入力負荷の軽減

� 新システム移行後に予定されているＣＲＭの効果的な活用

20202020年上期年上期年上期年上期20202020年上期年上期年上期年上期
【目標】

� 情報・ニーズの登録 40,000件

○法人分野 → 1件／日・人
○個人分野
◆支店長（個人特化店）・出張所長等

→ 3件／月・人
◆ＳＰ等 → 1件／月・人

課課課課 題題題題課課課課 題題題題 ※ＣＲＭ：customer relation management

4444

＜P.6参照別表＞

※S P : smile partner（店頭または訪問により資金運用相談業務を行う社員）



○ 地域密着型のコンサルティングを標榜し経営サポートに特化している、りそなグルー
プのコンサルティング会社である「りそな総合研究所㈱」とは以下の通り連携してい
ます。

ビジネスマッチングビジネスマッチングビジネスマッチングビジネスマッチング ～～～～ 19191919年下期実績年下期実績年下期実績年下期実績とととと20202020年上期目標等年上期目標等年上期目標等年上期目標等 ～～～～

○ お取引先のニーズに基づくハンドメイドのビジネスマッチングを積極的に展開した結果、例年70件程度の営業協力（ＢtoＢ）が約11倍
の735件となり、ビジネスマッチング全体では、目標を大幅に上回る1,272件に達しました。

○ 20年度からは、専門分野に特化した営業協力コーディネーター2名（総勢5名）を配置し、環境や繊維関連の事業を展開しているお取引
先のビジネスニーズにお応えしています。環境関連のビジネスニーズについては、営業店から報告のあった88社（環境にやさしい商品や
環境保護・良化のための機械・設備の製造販売先など）を対象に活動しています。

19191919年下期年下期年下期年下期19191919年下期年下期年下期年下期 【目標】 【実績】 （達成率）

� ビジネスマッチング

� 狭義

� 広義

1,000件

650件

350件

1,272件

735件

537件

（127％）

（113％）

（153％）

※

総総総総 括括括括総総総総 括括括括

� 「全先担当制」に基づく情報リレーション活動の展開に
よる紹介対象先の拡大

� 商談セッティング後の結果と事後フォローの強化

� 情報連絡票に記入するニーズの詳細化（聴き取りの強
化）

� 取引先の営業実態を最も把握している営業店による部店
（エリア）内マッチングの浸透

20202020年上期年上期年上期年上期20202020年上期年上期年上期年上期
【目標】

� ビジネスマッチング

� 狭義

� 広義

1,650件

1,150件

500件

課課課課 題題題題課課課課 題題題題

�同社担当者による営業店臨店（目的：コンサルティング紹介ニーズへの感度向上）

�部店長のコンサルタント化を目的に平成20年1月から3月にかけて実施した『部店長スキ
ルアップ研修』において、同社所属のコンサルタントを講師に招き、｢経営コンサルタン
トの視点から見た顧客サービスのあり方｣や｢事業承継対策の考え方と活かし方｣について
の研修を実施

�同社の主催する「りそなマネジメントスクール（後継者育成のための研修プログラム）」
や同社会員サービスについてお取引先へ紹介〔平成20年4月より20社（20名）が受講
（16年度から案内を開始し累計84名が受講）〕

［狭義］仕販先や雇用関連の

公的機関等の紹介によ

る営業協力（ＢtoＢ）

［広義］グループ機能を活用し

たグループ会社等への

紹介（コンサル等） 近畿総合リース㈱との連携近畿総合リース㈱との連携
�平成19年12月より営業店毎にリースの研究会を開催し連
携を図った結果、下降傾向にあった紹介・成約件数ともに
反転しています

りそな総合研究所㈱との連携りそな総合研究所㈱との連携

5555

※営業協力コーディネーター : 取引先へ訪問しデータベースのみならずハンドメイドのマッチングを行う担当者

※

※全先担当制 : お取引のあるすべての事業先に担当者を配置する営業体制



ビジネスマッチングビジネスマッチングビジネスマッチングビジネスマッチング ～～～～ 19191919年下期年下期年下期年下期のののの分析分析分析分析とこれまでのとこれまでのとこれまでのとこれまでの推移推移推移推移 ～～～～

営業協力（ＢtoＢ）成約先の内訳営業協力（ＢtoＢ）成約先の内訳

�仕販先の紹介にかかる営業協力（ＢtoＢ）
599件の成約について、重複する先を除い
た305先のお取引先を年商別に分類したと
ころ、約8割が年商30億円未満の先であり、
当社ターゲット層と合致しています

ビジネスマッチングの実績推移と目標等ビジネスマッチングの実績推移と目標等

営業協力（ＢtoＢ）ニーズの内訳営業協力（ＢtoＢ）ニーズの内訳

�営業店から寄せられ
たビジネスマッチン
グニーズ2,158件の
うち、グループ機能
等紹介ニーズ818件
を除いた1,340件が、
営業協力（ＢtoＢ）
ニーズ（Ｐ.4の表参
照）であり、そのう
ち約8割が売ニーズ、
約2割が買ニーズで
した

�営業協力（ＢtoＢ）
ニーズ1,340件のう
ち、599件が成約し、
そのうち新たに仕販
先を獲得された71
件の内訳は、約4割
が売ニーズ、約6割
が買ニーズでした

6666

ビジネスマッチング成約件数1,272件の内訳ビジネスマッチング成約件数1,272件の内訳

�ビジネスマッチング
ニーズ2,158件と
コンシェルジュ担当
の人材紹介ニーズ
295件および専門
家紹介ニーズ52件
（Ｐ.4の表参照）を
合算した2,505件
の情報・ニーズから、
1,272件のビジネ
スマッチングが成約
しています

� ビジネスマッチング成約件数1,272件のうち、約半
数の599件が仕販先の紹介にかかる営業協力（Ｂto
Ｂ）です



事業承継対策事業承継対策事業承継対策事業承継対策

○ 事業承継対策ニーズへの取組みの一環とし
て、積極的に自社株評価に取り組みました。
例年20件弱の自社株評価の受付が、半期
382件へと大幅に増加しました。

○ 平成20年3月末までに330件の自社株評
価の算出を行い、109先へ初回コンサル
ティングを実施しました。

○ 自社株評価先の約9割は年商30億円以下の
お取引先で当社ターゲット層と合致してい
ます。

○ 今後とも、事業承継対策と相続対策をコア
に、積極的なコンサルティング活動を展開
してまいります。

19191919年下期年下期年下期年下期19191919年下期年下期年下期年下期
【目標】 【実績】 （達成率）

� 自社株評価受付 350件 382件 （109％）

総総総総 括括括括総総総総 括括括括

� 財務コンサルタントの提案スキルの向上

� 事業承継対策ニーズ先毎のコンサル指針書
の作成と営業店との課題認識の共有

20202020年上期年上期年上期年上期20202020年上期年上期年上期年上期
【目標】

� 自社株評価受付

� 事業承継対策ニーズ
先への各種提案

300件

400件

課課課課 題題題題課課課課 題題題題

� 自社株評価の受付
300件により、事
業承継対策ニーズ
への各種提案を行
う対象先を創出し、
400件の提案によ
り今期中に地域密
着型金融推進計画
を達成予定

自社株評価先の状況自社株評価先の状況
�自社株評価先382先のう
ち、何らかの株価対策が必
要な先（評価株価＞額面）
が約8割を占めています 売上規模別の分布

評価株価の額面に対する倍率の分布

�自社株評価先382先の約9割が年商30億円以下
のお取引先で当社ターゲット層と合致しています自社株評価の実績の推移自社株評価の実績の推移

自社株評価先へのコンサルティングの状況[19年下期]

�複数の項目にわたってコンサルティ
ングしたケースにおいては、主な項
目のみを件数としてカウントしてい
ます

7777



創業創業創業創業・・・・新事業支援新事業支援新事業支援新事業支援

○ 創業・新事業支援にかかる目標設定はして
いません。創業・新事業支援における19年
下期の実績は以下の通りです。

○ 平成19年11月17日に、リクルート主催の
アントレフェア「ＦＣ＆独立開業フェアin
大阪」（南港ATCホール）へ出展し、これ
から独立開業をお考えの方から、創業資金
のご用意について相談を受けさせていただ
きました。

総総総総 括括括括総総総総 括括括括 新型長期無担保融資Ⅵの実行額・残高の推移新型長期無担保融資Ⅵの実行額・残高の推移

近畿大阪ベンチャー育成ファンドにおける投資実績の推移近畿大阪ベンチャー育成ファンドにおける投資実績の推移

�平成19年3月の初
回実行以来、平成
20年3月末までに
269百万円（27
件）を実行してい
ます
（平均10百万円/件）

① 新型長期無担保融資Ⅵの活用

→ 14件143百万円の実行

② 近畿大阪ベンチャー育成ファンドの活用

→ 7件146百万円の投資

③ 公的なベンチャー支援機関との連携

国民生活金融公庫への取次ぎ

→ 4件050百万円（2件8百万円実行）

（単位：百万円）

�近畿大阪ベンチャー育成ファンドの投資実績（回
収2件35百万円を除く）は平成16年8月の組成以
来、累計で28件460百万円です

�投資先18先には、別途当社からの融資もあります
平成20年3月末の融資残高は4,235百万円です

�28件の投資先のうち、ＩＴ関連業が6先、販売
業・製造業・不動産関連業が各5先、サービス業
等が7先です

公的なベンチャー支援機関との連携公的なベンチャー支援機関との連携

近畿大阪ベンチャー育成ファンドは、当社取引先
（新規先も含む）に対する支援機能強化を目的に、
平成16年8月に組成されたファンドで、 ベンチャー
企業や株式公開ニーズを有する地元中堅優良企業を
投資対象とするファンド総額10億円、期間10年、
出資比率〔当社9：りそなキャピタル㈱1〕のファン
ドです。

国民生活金融公庫への取次実績

�国民生活金融公庫への案件取次以外にも、公的なベン
チャー支援機関との連携としましては、りそなグルー
プ主催（当社・りそな銀行・りそな中小企業振興財
団）で大阪府立大学と開催した技術懇親会（平成20
年2月8日開催）へのお取引先の誘致があります
【技術懇親会テーマ：新しい粉体処理技術の開発と実用化】

新型長期無担保融
資Ⅵは、信用保証
協会と提携した
「大阪府下におけ
る創業前から創業
後3年未満までの
事業者」を対象と
する融資商品です。
本商品を、地域に
おける創業支援の
主力商品と位置付
けて取り組みまし
た。
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企業年金企業年金企業年金企業年金

19191919年下期年下期年下期年下期19191919年下期年下期年下期年下期 【目標】 【実績】 （達成率）

� 企業年金の受託

（通期） （8件）

5件

（８件） （100％）

○ 適格退職年金制度のあるお取引先を対象にシェア取入に注力
しました結果、19年通期で8件の受託をいただきました。こ
の結果、企業年金に関する信託代理店手数料は、20年上期に
おいて約21％の増加が見込まれています。

○ 平成５年９月に信託代理店契約を締結し企業年金の推進を開
始して以来、平成20年3月末で23先の受託をいただきました
が、うち８先は19年度に受託した先です。

○ビジネスマッチングをはじめとしたさまざまな情報リレーシ

ョン活動を展開していくなかで、｢りそなグループの信託機能
も活用してみよう！｣というお言葉をいただきました。

企業年金は長期勤続の慰労として支払われる退職金で、老後
の資金計画の基となる、お取引先およびその従業員の方々に
とってとても大切な資金です。この資金の運用の委託を任せ
られ、身の引き締まる思いです。

総総総総 括括括括総総総総 括括括括 企業年金受託企業年金受託企業年金受託企業年金受託のののの状況状況状況状況企業年金受託企業年金受託企業年金受託企業年金受託のののの状況状況状況状況

�受託先23先の約半数は、年商50
億円まで、従業員数200名までの
先です

�19年度に受託した8先の平均受託
金額は71百万円となっています

�20年上期の信託代理店
手数料は1,708千円を
見込んでいます

受託先における年商と従業員数の分布受託先における年商と従業員数の分布

受託件数と信託代理店
手数料の推移

受託件数と信託代理店
手数料の推移

� 従業員70名以上のお取引先を対象に活動していますが、適格
退職年金の移行先として中退共を考えておられるお取引先が多
いこと

� 平成14年4月1日に施行された確定給付企業年金法により、
平成24年3月末までに適格退職年金の移行先を決めなければ
なりませんが、移行先の決定に関するお取引先の反応が今一歩
であること

20202020年上期年上期年上期年上期20202020年上期年上期年上期年上期

� 企業年金の受託 4件〔通期：10件〕

課課課課 題題題題課課課課 題題題題

【目標】
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不動産関連情報不動産関連情報不動産関連情報不動産関連情報のののの取次取次取次取次ぎぎぎぎ / Ｍ＆ＡＭ＆ＡＭ＆ＡＭ＆Ａ

�19年下期に
取り次いだ
不動産関連
情報の約6
割が買情報、
約2割が売
情報であり、
その割合は
例年同程度
です

�

19191919年下期年下期年下期年下期19191919年下期年下期年下期年下期
【実績】

� 取次件数 552件

○ りそな銀行等への不動産関連情報の取次件数
は552件で、前期比23％増加しました。

○ 成約件数は18件（売11件、買5件、有効活
用2件）で、成約に伴う派生成果は、融資実
行284百万円（私募債含む）、個人年金保険
成約65百万円、定期預金受入580百万円と
なっています。

総総総総 括括括括総総総総 括括括括

� りそな銀行不動産営業部や他の不動産業者との
さらなる連携の強化

20202020年上期年上期年上期年上期20202020年上期年上期年上期年上期

課課課課 題題題題課課課課 題題題題

不動産関連情報
（取次分）の内訳

不動産関連情報
（取次分）の内訳

○ 19年下期には、59件のＭ＆Ａの売情報を集積しましたが、9先についてはニーズが
弱く、平成20年3月末で50先の売情報を保有しています。

○ 事業承継対策の出口戦略としてＭ＆Ａを検討しているお取引先が多いことから、
小口Ｍ＆Ａ（売上規模10億円程度までを対象）に特化した活動を展開しています。

○ 19年下期には、2件のＭ＆Ａが成約し4百万円のＭ＆Ａ仲介手数料がありました。

総総総総 括括括括総総総総 括括括括

19191919年下期年下期年下期年下期19191919年下期年下期年下期年下期 【目標】【実績】（達成率）

� 成約

� 確度の高いニーズ

2件

12件

2件

13件

（100％）

（108％）

20202020年上期年上期年上期年上期20202020年上期年上期年上期年上期

� 成約

� アドバイザリー契約締結の仲介

3件

15件

【目標】

�保有している50件のＭ＆Ａ売情報のうち、
9割が年商10億円以下の小口Ｍ＆Ａの対象
先です

�保有している50件のＭ＆Ａ売情報のうちの
46件が、事業承継対策の出口戦略としてＭ
＆Ａを検討されている先で、残り4件のう
ち3件は事業の選択と集中の一環として一
部事業譲渡の手法としてＭ＆Ａを検討され
ている先です

�事業承継・資産運用提案チームとの連携案
件は10件です

�保有している50件のＭ&Ａ売情報のうち
半数が製造業、次いで卸・小売業が2割、
建設・工事業が1割です

Ｍ＆Ａ売情報の状況Ｍ＆Ａ売情報の状況

不動産関連情報不動産関連情報不動産関連情報不動産関連情報のののの取次取次取次取次ぎぎぎぎ不動産関連情報不動産関連情報不動産関連情報不動産関連情報のののの取次取次取次取次ぎぎぎぎ Ｍ＆ＡＭ＆ＡＭ＆ＡＭ＆ＡＭ＆ＡＭ＆ＡＭ＆ＡＭ＆Ａ
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ＥＸＩＴＥＸＩＴＥＸＩＴＥＸＩＴファイナンスファイナンスファイナンスファイナンス / 遺言信託遺言信託遺言信託遺言信託・・・・遺産整理業務遺産整理業務遺産整理業務遺産整理業務 / 派生成果派生成果派生成果派生成果

15億円

【目標】

1,650620年下期以降

2,358920年上期

金額（百万円）件数発掘した案件の採択の検討

� EXITファイナンス

� 組成可能な案件のコンスタントな発掘

� 新たなアプローチ対象先に関する情報の収集

課課課課 題題題題課課課課 題題題題

○ 19年下期はEXITファイナンスの案件の発掘に傾
注して活動を展開しました。

○ 民事再生先223先へのべ336回、債権譲渡先99
先へのべ188回、計524回の訪問活動により、約
40億円のEXITファイナンス案件を発掘しました。

○ また、提携している税理士法人等との連携強化に
より、案件の発掘を進めています。

総総総総 括括括括総総総総 括括括括

�決算書をいただけた先は約1割の40先、検討の結果、
案件組成の可能な先は約5％の16先でした

○ 19年下期には、相続対策ニーズにお応えする
ために、個人特化店および出張所の52店舗
で各1回、事業承継・相続相談会（以下、相
談会）を開催し、遺言信託18件、遺産整理
業務2件の計20件をりそな銀行へ取り次ぎま
したが、19年下期中の成約は、遺言信託10
件、遺産整理業務1件の合計11件でした。

総総総総 括括括括総総総総 括括括括

� 相談会の活性化

20202020年上期年上期年上期年上期20202020年上期年上期年上期年上期 【目標】

� 遺言信託･
遺産整理業務の受託

30件

課課課課 題題題題課課課課 題題題題

（累計650件）

19191919年下期年下期年下期年下期19191919年下期年下期年下期年下期 【目標】 【実績】 （達成率）

� 遺言信託･
遺産整理業務の受託

25件 11件 （44％）

○ 19年下期における情報リレ
ーション活動に基づく派生
成果は、営業店からの報告
ベースで融資実行257億円、
個人年金保険成約25億円、
投資信託販売21億円、その
他預り金融資産の獲得14億
円となっています。
特に、融資実行に関しては、
例年半期10億円から30億
円のところ、約10倍に急進
しています。

単位：百万円

EXITEXITEXITEXITファイナンスファイナンスファイナンスファイナンスEXITEXITEXITEXITファイナンスファイナンスファイナンスファイナンス 遺言信託遺言信託遺言信託遺言信託・・・・遺産整理業務遺産整理業務遺産整理業務遺産整理業務遺言信託遺言信託遺言信託遺言信託・・・・遺産整理業務遺産整理業務遺産整理業務遺産整理業務 派生成果派生成果派生成果派生成果派生成果派生成果派生成果派生成果

派生成果の推移派生成果の推移

派生成果の内訳
（19年下期）

派生成果の内訳
（19年下期）
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20202020年上期年上期年上期年上期20202020年上期年上期年上期年上期

※債権譲渡先 : 金融機関から借入金（金融機関から見れば貸出債権）を

㈱整理回収機構等の債権回収専門会社に譲渡された先

※



コンシェルジュコンシェルジュコンシェルジュコンシェルジュのののの活動活動活動活動

○ コンシェルジュの活動には、特に目標は設定してい
ません。経営に絡まないニーズや人材・専門家紹介
など、型にはまらないさまざまなニーズにお応えし
ています。

○ お取引先からの人材紹介ニーズは件数も多く、(財)産
業雇用安定センターや当社とお取引のある人材派遣
会社と連携してスムーズにご紹介ができるように体
制を整えています。

○ 営業店より、お取引先からお伺いしたありとあらゆ
るニーズが寄せられてきます。また、課題解決策が
すぐに見つからないケースもあります。可能な限り
迅速な回答（原則として1週間以内の回答と3営業日
以内のファーストアクション）を心掛けています。

○ 「情報リレーションNEWS！」や「情報リレーショ
ン部便り」を営業店に発信することで、好事例やお
取引先のお役に立つ公的支援機関の各種サービスを
紹介しています。

総総総総 括括括括総総総総 括括括括 コンシェルジュコンシェルジュコンシェルジュコンシェルジュがががが担当担当担当担当するするするする各種各種各種各種ニーズニーズニーズニーズのののの対処状況対処状況対処状況対処状況コンシェルジュコンシェルジュコンシェルジュコンシェルジュがががが担当担当担当担当するするするする各種各種各種各種ニーズニーズニーズニーズのののの対処状況対処状況対処状況対処状況

�「情報リレーションNEWS！」の発信（週2回）全33回

→ 49の取組好事例を紹介

�「情報リレーション部便り」の発信 （月1回）全7回

�平成19年7月17日の情報リレーション活動の全店舗展開以降、
平成20年3月末までにコンシェルジュが担当したニーズの合計は
539件です

�コンシェルジュが担当するニーズの65%が人材と専門家紹介の
ニーズですが、お取引先からの返答待ちの18件を除いて、全件紹
介いたしました

�経営上のニーズや経営に絡まないニーズのうち、良縁を求める声
など、適合するニーズ待ちの状態の43件を除いて、全件、お取引
先に必要と思われる課題解決策を収集しご提供いたしました

12121212

単位：件



部店長部店長部店長部店長スキルアップスキルアップスキルアップスキルアップ研修研修研修研修部店長部店長部店長部店長スキルアップスキルアップスキルアップスキルアップ研修研修研修研修

3 1 エ リ ア の

営業部長・支店長

2 3 一 般 店 の

部 店 長

対対対対 象象象象対対対対 象象象象 目目目目 的的的的目目目目 的的的的

①案件審査能力の向上

（融資知識・スキルのブラッシュアップ）

②営業推進（管理）スキルの向上

③提案（コンサル）に必要な知識・スキルの獲得

①案件審査能力の向上

（融資知識・スキルのブラッシュアップ）

②営業推進（管理）スキルの向上

③提案（コンサル）に必要な知識・スキルの獲得

54名

●日 程：1/20、2/3、2/24、3/9の4日間（日曜日）

各4コマ（延36時間）

●講 師：りそな総合研究所㈱所属のコンサルタント、公認会計士、税理士、

大学教授等

●内 容

ＣＲＴＣＲＴＣＲＴＣＲＴ研修研修研修研修ＣＲＴＣＲＴＣＲＴＣＲＴ研修研修研修研修

研修研修研修研修のののの概要概要概要概要研修研修研修研修のののの概要概要概要概要

人材人材人材人材のののの育成育成育成育成（（（（情報情報情報情報リレーションリレーションリレーションリレーション活動活動活動活動））））

�部店長部店長部店長部店長ののののコンサルタントコンサルタントコンサルタントコンサルタント化化化化

①①①① 案件審査能力案件審査能力案件審査能力案件審査能力のののの向上向上向上向上

・ 直近破綻した先に対する融資スタンスの反省にはじまり、格付の理解
（実態バランス・実質ＣＦの見方）や企業再生における実態の把握に至
るまで広範な融資知識を習得した後に融資部で案件審査を実習

②②②② 営業推進営業推進営業推進営業推進（（（（管理管理管理管理））））スキルスキルスキルスキルのののの向上向上向上向上

・ 商品知識のブラッシュアップと営業推進（管理）スキルを習得

③③③③ 提案提案提案提案（（（（コンサルコンサルコンサルコンサル））））にににに必要必要必要必要なななな知識知識知識知識・・・・スキルスキルスキルスキルのののの獲得獲得獲得獲得

・ グループ機能（不動産・信託関連）や税務一般の知識を習得後、マーケ

ット分析やお取引における経営課題の捉え方、さらには提案活動に有効
なポイント（人事管理・退職金制度他）を習得

・ 部店長のライフワークとして事業承継対策を位置付けており、公認会計
士や税理士を招いて「事業承継関連税制の改正等」に関する研修を受講

19/4末における法人担当
の育成層から選抜（12名）

18年度入社の法人担当の
育成層全員（20名）

●日 程：1）講義＋メンターとのグループディスカッション（3～4人1組）
〔 → 月1回で1年間、1回3時間程度〕

2）ＣＲＴメンバー全員による会合
〔→ 年間2回（4月と10月）〕

●講 師：営業統括本部、融資部、提携税理士等

●内 容

①法人担当としての基礎能力（知識・スキル）の養成

②提案型営業スタイルの早期確立

③メンター制導入によるモチベーションの向上

①法人担当としての基礎能力（知識・スキル）の養成

②提案型営業スタイルの早期確立

③メンター制導入によるモチベーションの向上

�育成層育成層育成層育成層（（（（法人担当法人担当法人担当法人担当））））のののの融資融資融資融資スキルスキルスキルスキル向上向上向上向上ととととメンタルサポートメンタルサポートメンタルサポートメンタルサポート

①①①① 行動基準行動基準行動基準行動基準のののの徹底徹底徹底徹底とととと工夫工夫工夫工夫（1回）〔法人統括部〕

・法人担当者としての行動と時間管理を含めた工夫の仕方を指導

②②②② 財務財務財務財務バランスバランスバランスバランスのののの見方見方見方見方とととと格付格付格付格付（5回）〔融資部〕

・格付の指導等による融資基礎能力のレベルアップ

③③③③ 税務一般税務一般税務一般税務一般のののの知識知識知識知識（2回）〔情報リレーション部〕

・提携税理士を講師に招いての税務一般の知識の習得

④④④④ 情報情報情報情報リレーションリレーションリレーションリレーション活動活動活動活動のののの理解理解理解理解（2回）〔情報リレーション部〕

・提案型営業スタイルの会得と情報収集にあたっての切り口の指導

⑤⑤⑤⑤ 融資開拓融資開拓融資開拓融資開拓のののの切切切切りりりり口口口口、、、、会社経営者会社経営者会社経営者会社経営者へのへのへのへの話題話題話題話題のののの提供提供提供提供（2回）〔法人統括部〕

・法人担当に求められる融資スキル、コミュニケーション力の習得

第1期生（H19.10発足※）

第2期生（H20.4発足※）

※毎期初、法人担当の育成層を対象に発足 育成層：入社3年目までの社員

ＣＲＴ：corporate relation team（当社固有のチーム名）

○ 情報リレーション活動の体現者を育成する観点から、部店長スキルアップ研修（部店長のコンサルタント化）とＣＲＴ研修（育成層の法人
担当における提案型営業スタイルの早期確立）を実施しました。いずれの研修も、提案型営業に必要となるスキルや知識の習得だけにとど
まらず、企業の実力に対する的確な評価能力の向上に役立つカリキュラムとしています。

対対対対 象象象象対対対対 象象象象 目目目目 的的的的目目目目 的的的的

研修研修研修研修のののの概要概要概要概要研修研修研修研修のののの概要概要概要概要

32名
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資料資料資料資料〔〔〔〔ホットコミュニケーションホットコミュニケーションホットコミュニケーションホットコミュニケーション 中間期中間期中間期中間期レポートレポートレポートレポート 2007200720072007－－－－2008200820082008〕〕〕〕

○ 地域密着型金融に関する取組みについて、利用者の方々が適切に評価できる情報開示を行うことを目的に、「見やすさ」を意識し、平易
かつ分かりやすい紙面構成の「中間期レポート」を作成しました。当社紹介ＰＲツールとしても活用しています。
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